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要旨：本研究の目的は、地域・公衆衛生領域における放射線看護に関する文献検討を行い、現状と課題を明ら
かにすることである。キーワードを用い、医中誌とそれ以外の文献から 224件収集した。それらの文献
から、全文献 224件を東日本大震災による原子力発電所事故の前後で区分すると、後では原子力発電所
や放射線に関する内容が飛躍的に増加しており、また、原著論文では保健師・助産師が調査対象者とな
り、原子力発電所事故による住民の放射線に対する不安への対応が求められていることがわかった。原
子力発電所事故を機に、放射線看護は医療の現場だけでなく地域・公衆衛生領域に拡大し、看護職者は、
放射線に関する住民の健康問題に対峙するためにも、放射線の正しい知識を身につけ、社会に普及して
いく必要がある。

Ⅰ．はじめに
2011年 3月 11日の東日本大震災（以下、震災）

による原子力発電所事故（以下、原発事故）の経験
は、地域・公衆衛生領域における放射線看護の重要
性を認識させるものとなった。
「放射線看護」は、医療現場における活動として
認識されていることが多く、その医療現場において
看護師の放射線に関する知識が乏しいことが指摘さ
れてきた。今回の原発事故では、保健師らも、住民
からの質問に対して自信を持った対応ができない
等、地域の現場においても放射線の知識不足が問題
となっている1）。放射線の知識は医療現場だけでな
く地域・公衆衛生領域でも切り離せないものとなっ
ている今、全ての看護職に求められるのではない
か。
本報の目的は、地域・公衆衛生領域における放射

線看護に関する文献検討を行い、①原発事故を境に
放射線看護の文献の動向・研究の対象者・その研究
の内容はどのように変わったか、②文献からどんな
課題があるのかを明確にすることである。

Ⅱ．方法
文献検討の手順は次のとおりである。

1.　次の検索源から文献を集めた。
1）医学中央雑誌Web （Ver. 5） （以下、医中誌）：原
発事故を中心とする前後 5年間を見ることで、原発
事故後の動向と変化を見ることができると考え、検
索期間は 2008年から 2013年 6月とした。キーワー
ドは、「放射線」・「原発」・「福島（県）」・「リス
ク」・「地域」・「保健師」・「放射線防護」・「看護」と
した。ただし、「看護」は医中誌Web （Ver. 5） にお
いて、看護文献を絞り込み条件とし検索した。幅広
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く文献を収集するために、各キーワードは表 1のよ
うに掛け合わせクロス集計した。タイトルと要約を
読み、地域・公衆衛生領域または放射線に言及して
いる文献を抽出した。
2）医中誌以外：医中誌に収載されていない文献、
あるいは収載されていても上記のキーワードを用い
ていない文献で、地域・公衆衛生領域における放射
線看護に言及している文献を、看護・放射線・公衆
衛生分野の出版社・学会用インターネットの検索サ
イト上から検索した。検索サイトが多岐にわたるた
め、検索期間は原発事故後の 2011年 3月～2013年
6月と設定し、原発事故以降の動向に焦点を当てた。
2.　上記で収集した全文献 224件を原著論文・解
説・会議録等の種類で分類した。

3.　上記文献を原発事故の前と後で区分し、タイト
ルから全体の傾向を見た。

4.　原著論文に分類された研究論文に着目して、内
容を精読し、研究や調査が実施された時期を踏
まえて、原発事故を境に論文の様相がどのよう
に変わったかを見た。

Ⅲ．結果
1.　検索文献全体について
医中誌で検索した文献は 200件（表 1）、それ以
外の文献は 24件（表 2）である。なお、表 1は重
複した文献は件数に含めていない。また、24件の

うちの 13件は、医中誌収載対象の雑誌に掲載され
ていた。しかし、地域・公衆衛生領域における放射
線看護に言及していても、著者らが設定したキー
ワードを用いていなかったものである。
全体の 224件中、原発事故前のものが 69件、後
は 154件、前後にかけて実施された研究論文は 1件
であった。原発事故前後の区分は、原著論文につい
ては研究時期で、原著論文以外は掲載された時期で
区分した。原著論文には事故前から放射線教育に着
目し、事故前後にかけて研究を実施していた論文が
含まれていたため、研究時期で区分した。
原発事故前の全 69件の内容は、自然災害に関す
るものが 48件で最も多く、次に原発や放射線に関

表 1.　医中誌Web （Ver. 5） で検索した文献 200件のキーワードと時期による分類

文献の種類と
掲載時期 *1

原著論文（30） 解説・特集等（109） 会議録（61）

合計原発事故前
（2008–）

原発事故
前後に
かけて

原発事故後
（–2013.6）

原発事故前
（2008–）

原発事故後
（–2013.6）

原発事故前
（2008–）

原発事故後
（–2013.6）キーワード

放射線・*2原発 0 1 0 0 6 0 3 10
放射線・福島 0 0 0 0 10 0 5 15
放射線・リスク 2 0 0 0 1 2 2 7
放射線・地域 1 0 1 0 2 1 0 5
放射線・保健師 1 0 0 0 0 0 1 2
放射線・放射線防護 4 0 0 6 14 2 1 27
原発・福島 0 0 1 0 5 0 7 13
原発・地域 0 0 0 0 1 0 0 1
福島・リスク 0 0 0 0 1 0 0 1
福島・地域 0 0 0 1 8 0 7 16
福島・保健師 0 0 1 0 2 0 1 4
リスク・地域 7 0 1 3 4 1 1 17
リスク・保健師 1 0 0 0 0 4 0 5
地域・保健師 8 0 1 17 28 8 15 77

合計 24 1 5 27 82 18 43 200

*1　原著論文は研究時期で区別している。
*2　 「・」は検索時の andを示す。

表 2.　医中誌以外から検索された 24件の学術誌名による分類

文献の種類
解説・特集

学術誌名

公衆衛生  3（2）
保健師ジャーナル  1（1）
訪問看護と介護  1（1）
助産雑誌  1（1）
看護管理  6（1）
FBNews  1（0）
医療放射線防護  5（2）
保健物理  4（4）
災害看護  2（1）

計 24（13）

（　） は総数のうち掲載誌が医中誌収載対象である件数を示す。
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するものが 19件、地域看護に関するものが 2件と
いう順であった。
原発事故後の全 154件では、原発・放射線に関す
るものが 83件、自然災害に関するものが 64件、地
域看護等に関するものが 7件であった。原発事故か
らの経過時間が 3年弱であるにも関わらず、原発事
故を境に原発や放射線に関する内容が飛躍的に増加
したことがわかる。また、原発事故の経験を災害看
護の面で述べた文献も増加した。
全 224件の文献を文献の種類から見ると、解説や
特集等が 133件で最多、以下、会議録 61件、原著
論文 30件の順であった。

2.　原著論文について
原著論文 30件に注目して、詳しく分析した結果
を以下に述べる。これらは全て研究報告論文であっ
た。研究実施時期が原発事故の前か後かで区分する
と、原発事故前のものは 24件、原発事故後は 5件
であり、残り 1件は、原発事故前から後にかけて調
査を行っていた。これら 30件の研究対象者と研究
内容（事象）は次のとおりであった。
1）研究対象者（表 3）
原発事故前は、研究対象者の大半は看護学生を含
む看護職が占め、看護師を対象とした研究が 8件で
最も多く、次に看護学生が 6件、保健師が 3件、助
産師は 0件であった。それ以外に患者・一般住民を
対象にした論文が 6件、その他の 1件として保健師
の活動を報告したものがあった。患者・一般住民を
対象にした論文の中には、盛岡市・気仙地域（大船
渡市や陸前高田市）に居住する母親を対象とした防
災に関する意識と災害への備えの実態を明らかにし
た研究 2）があり、この文献を含め、放射線災害を
含まない災害を想定した調査論文が多く見られた。
奇しくもこの地は後に震災による被害を受けること
となった。
原発事故後では、全 5件中 3件が保健師を対象者
にした論文であった。また、原発事故前は 0件で
あった助産師が初めて対象者として登場した。
2）研究内容（事象）
表 4の原発事故前では、自然災害に関する研究が
最多で 16件、次に放射線教育や医療被ばくに関す
る論文が 6件3～8）であった。また、原子力・放射線
災害についての論文が 1件あった9）。この論文では、
1999年に起きた JCO臨界事故から 10年後、行政に

働く保健師の原子力・放射線災害を想定した活動の
実態から、平常時における保健師の災害への備えに
ついて検討していた。放射線教育と医療被ばくにつ
いては、看護師や看護学生を対象に認識や不安の程
度を調査したもの3～7）、看護系大学の放射線教育に
ついて調査したもの8）があった。結果として、看護
職や看護学生ともに認識や知識レベルが高いとは言
えず、それが彼ら自身の不安に関する主な要因と
なっているという内容であり、放射線教育の重要性
を述べていた。看護系大学の放射線教育についての
研究も、看護基礎教育における放射線カリキュラム
を構築することが重要と述べていた。
有害要因に対する職業性曝露について述べた論文
が 1件10）あった。職業性曝露とは、職場で健康に
影響をもたらす物質や作業に曝されることであると
し、危険因子の一つとして放射線を挙げていた。看
護教育機関を対象に危険因子に対する教育の実態を
調べた結果、放射線については 80％以上の施設で
教育をしているという内容であった。ただし、カリ
キュラムの中で、放射線教育がどのようになされて

表 3.　原著 30件における研究対象者

研究時期
原発事故前
（2008–）

原発事故前
後にかけて

原発事故後
（–2013.6）研究 

対象者

看護学生*1 6 1 0
看護師*2 8 0 1*3

保健師 3 0 3
助産師 0 0 1
患者・一般住民 6 0 0
その他 1 0 0

合計 24 1 5

*1　看護系大学・学校を対象に調査したものを含む。
*2　看護師以外に少数の保健師、助産師を含む。
*3　大学教員が実施した看護活動であり、看護師に分類した。

表 4.　原著 30件における事象による内訳

時期 原発事故前
（2008–）

原発事故前
後にかけて

原発事故後
（–2013.6）事象

東日本大震災 0 0 3
原子力・放射線災害 1 0 2
自然災害 16 0 0
職業性曝露 1 0 0
放射線教育・医療
被ばく

6 1 0

合計 24 1 5
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いるかは不明と記載してあった。
自然災害に関する論文の中に、災害支援活動を
行った看護職者のストレスとそのケアについて述べ
た論文11）があった。内容として、支援活動が予想
を超える活動である場合や活動後の気持ちに否定的
な変化があった場合には、看護職者の心身に対する
ケアが必要であると述べていた。
原発事故前から後にかけて調査した研究が 1件12）

あり、災害看護の教育方法として緊急応急対策拠点
施設（オフサイトセンター）の体験学習を取り入れ
た結果、原子力災害対策に対する学生の認識が深
まったと述べていた。
原発事故後では、5件全てが震災に関わるもので
あり、うち 2件は母子保健に関して調査していた。
どちらも母親の放射線に対する不安や生活上の不安
について調査していた。具体的には、原発事故時の
被災地で、飲食物に放射性物質が検出されたことや
被災地産物の風評被害も加わり、母乳育児の中断に
陥ったことや、胎児への影響を懸念して人工妊娠中
絶に至ったケース、あるいは切迫流早産や妊娠高血
圧症候群が見られた13）ことは放射線被ばくを懸念
してのことであり、それらは誤った情報から不安に
つながったものであると述べていた。また、もう一
つの論文は、原発事故4か月後の被災地外で調査し、
放射性物質の検出に伴って電話相談が増え、また子
供に外遊びをさせない、外出を控える等の母親が激
増した実態を述べていた14）。被災地と被災地外地域
のどちらでも不安は見られ、それらの不安は被災地
だけに限局していなかった。時期や地域が異なって
も、母親の不安には放射線に関するものが含まれて
いた。
その他、保健学科教員が携わった避難所健康支援
活動の報告 15）や被災地域に外部から支援に入った
保健師が捉えた健康課題 16）や住民・地域の特性 17）

について述べた論文があった。

Ⅳ．考察
1.　原発事故を境とした文献の動向
1）文献全体として
放射線に対する看護職者の関心は、放射線診療に
携わる看護等の一部の領域を除くと、一般的に低調
であることが従来から指摘されてきた1, 4～6, 8～10）。し
かし、今回収集した全文献 224件を原発事故前後で
区分すると、原発事故後は原発や放射線に関する内

容が飛躍的に増加していた。このことは、今回の原
発事故が放射線に対する看護職者の関心を呼び覚ま
したと言えるのではないか。原発事故後、特に顕著
なことは、解説・特集等と会議録（学会発表等）が
増加していることである。震災・原発事故を機に、
解説等によって放射線の知識を看護職者に啓発し、
災害状況に看護支援等の実際的な貢献をし、そして
それらに保健師も関わっていることが、原発事故後
2年程の間に発表された文献に現れている。原著論
文は今はまだ少ないが、今後の増加が期待され、動
向を引き続きフォローしていく必要がある。
2）原著論文の状況
原発事故後の原著論文（全 5件で、全てが調査研
究論文）を全体的に見ての主な特徴は、①全て震災
に関わる調査研究である、②対象フィールドが震災
時下の現場である、③調査対象者として保健師の比
重が増し、さらに、原発事故前には登場していな
かった助産師が対象者として現れている、等であ
る。このことは、従来は病院の看護師を中心に展開
されていた放射線に関わる看護活動が、地域の領域
にも広がりつつあることを物語っている。
特に、原著論文で扱われていた「事象」に注目す
ると、原発事故前は自然災害に関するものが多い中
で原子力・放射線災害に関するものはわずか 1件で
あった。すなわち、これまでは自然災害から原子
力・放射線災害を想定することは少なかったと考え
られる。この 1件の原子力・放射線災害の論文は、
JCO臨界事故から 10年後、保健師の 7割以上が緊
急被ばく医療に関する研修に関心がないと答えたと
述べている。このことを今回の原発事故に重ねて考
えると、今は注目度の高い原発事故も、時間の経過
と共に風化していく可能性があるということであ
る。しかし、原発事故の影響は長期に及ぶ。常に重
要なリスク事象として念頭に置く必要がある。
原発事故前の文献は、看護師の放射線に関する認
識の低さと、それに伴う放射線不安を伝え、放射線
教育の重要性を述べていた。また、看護基礎教育で
は放射線に関する系統的な教育が十分に行われてこ
なかったと指摘する文献も多かった。そこで考えら
れていた対象は主に病院で働く看護職であるが、原
発事故以降、放射線との関わりが地域で実践する保
健師や助産師にも拡大している現在、放射線の教育
は全ての看護職に必要になったと言うことができ
る。
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先に述べたとおり、原発事故後の原著論文におけ
る対象地域は、被災地だけでなく、被災地から離れ
た地域にも及んでおり、原発事故後の時期や地域が
異なっても、住民の放射線に対する不安が論文に現
れていた。特に、妊産婦や育児中の母親の放射線に
対する不安の言動が多く、電話相談が激増する等、
地域の看護職の対応が求められていた。これらのこ
とは、これまで放射線診療の場が主な領域であった
放射線看護が、地域・公衆衛生の領域にも関係して
いることがわかる。そこで実践する保健師等の看護
専門職は、住民への保健指導にあたって、飲み水や
子どもの外遊び等、人々の生活に放射線の知識を組
み合わせた関わりが求められているに違いない。そ
のようなことを考慮に入れ、保健師らに対する放射
線教育を急ぎ進める必要がある。

2.　文献から明確化された今後の課題
原発事故後、地域の人々は被ばくによる健康不安
を持っており、そのことへの対応が看護職に求めら
れており、そのためにも看護職は正しい放射線知識
を持つ必要がある。国際放射線防護委員会（ICRP）
は「公衆の健康と教育を担う専門職による国民的な
放射線防護文化の普及が災害復旧の鍵である」18）と
述べており、正しい放射線知識を持った看護職者
は、人々と最も身近で日常的な関わりを通して、放
射線防護文化を普及していくことができる。正しい
放射線知識を持つこと、またその知識を普及してい
くことが看護職者の今後の課題であると考える。
原発事故前の原著論文に見られた災害支援活動を
行った看護職者のストレスとケアについては、原発
事故後の原著論文では見られなかったが、このこと
は原発事故後においても注目すべき重要事項であ
る。災害状況では、支援活動を行った看護職者自身
も被災者であることが多く、悲惨な状況の中、看護
職者として対応しなければならないストレス、それ
に対する無力感等、さまざまな感情と闘いながら活
動している看護職者への心身のケアは、どのような
災害であっても重要な課題であることを忘れてはな
らない。現在、福島県の保健師への心のケアや支援
プログラム等が進められているようであり、それら
の成果を今後に期待したい。

Ⅴ．まとめ
以上の文献検討から次の 3点を強調したい。

1.　原発事故を機に、放射線看護は医療の現場だけ
でなく地域・公衆衛生領域に拡大している。

2.　看護職者は、放射線に関する住民の健康問題に
対峙するためにも、放射線の正しい知識を身に
つける必要がある。

3.　看護職者は放射線の正しい知識を社会に普及し
ていく重要な担い手であるという認識を強く持
つ必要がある。

Ⅵ．終わりに
今回、医中誌や各出版社・学会の検索サイトから
文献を収集し、文献検討を行った。その過程では、
原著論文を中心に検討したが、解説等の文献の方が
多かった。それらの文献についても、より詳細に分
析していく必要がある。このように、今後はもっと
幅広く文献収集をしていく必要があると認識した。
さらに、キーワードの設定についても、放射線と関
連しない文献が検索される等の反省点があり、それ
らは研究の限界である。しかし、本研究は、原発事
故を機に放射線と看護との関わりが病院から地域・
公衆衛生領域に拡大している状況を実証的に示すと
共に、従来放射線との関わりがほとんどなかった地
域・公衆衛生における看護職の重要性を裏付けるこ
とができた。
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